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令和３年度新座市公共下水道事業会計決算審査意見 

 

Ⅰ 審査の概要 

１ 審査の対象 

令和３年度新座市公共下水道事業会計決算 

 

 ２ 審査の主な実施内容及び着眼点 

この決算審査に当たっては、市長から送付された決算書類が、公共下水道事業の経

営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計諸帳簿、証

拠書類との照合等のほか、必要と認めるその他の審査手続を実施した。 

なお、予算執行及び事業の経営管理は、適法かつ効率的に運営されているか等を主

眼として審査した。 

 

３ 審査の期日 

令和４年７月１日、同月２６日及び同年８月１日 

 

Ⅱ 審査の結果 

１ 決算書類について 

審査に付された決算書類は、公共下水道事業の経営成績及び財務状態を適正に表示

していると認められた。 

 

２ 予算の執行状況 

  収益的収入及び支出 

ア 収益的収入 

区　分 予算額 決算額
予算額に対する

決算額の増減
収入率 構成比

営 業 収 益 2,141,061,000 2,172,386,173 31,325,173 101.46 54.54

営 業 外 収 益 1,763,347,000 1,809,212,590 45,865,590 102.60 45.42

特 別 利 益 1,000 1,626,200 1,625,200 162,620.00 0.04

計 3,904,409,000 3,983,224,963 78,815,963 102.02 100.00

（単位：円、％）

 

収益的収入の決算額は 3,983,224,963 円で、予算額に対して 102.02％の収入

率となり、78,815,963 円上回っている。 

決算額と予算現額の差の主なものは次のとおりである。営業収益においては、

下水道使用料が 72,190,395 円上回ったが、他会計負担金が 41,070,222 円下回っ

た。営業外収益においては、長期前受金戻入が 45,667,644 円上回った。また、

特別利益においても、過年度損益修正益が 1,625,200 円上回った。 
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イ 収益的支出 

区　分 予算額 決算額 不用額 執行率 構成比

営 業 費 用 3,223,892,000 3,197,292,995 26,599,005 99.17 93.61

営 業 外 費 用 248,700,000 217,913,964 30,786,036 87.62 6.38

特 別 損 失 1,000,000 441,389 558,611 44.14 0.01

予 備 費 20,000,000 0 20,000,000 0.00 0.00

計 3,493,592,000 3,415,648,348 77,943,652 97.77 100.00

（単位：円、％）

 

収益的支出の決算額は 3,415,648,348 円で、予算額に対して 97.77％の執行率

となっている。 

不用額 77,943,652 円のうち、主なものは次のとおりである。営業費用におい

ては、流域下水道維持管理負担金の負担金 45,333,040 円、総係費の給料

4,198,444 円となったが、資産減耗費の固定資産除却費は予算額を 40,212,921

円上回った（地方公営企業法施行令第 18 条第 5 項により、現金の支出を伴わな

い経費の支出については、予算の超過支出を認めている。）。営業外費用において

は、支払利息及び企業債取扱諸費の企業債利息 13,621,936 円、消費税及び地方

消費税 16,964,100 円である。また、特別損失においては、過年度損益修正損

558,611 円である。 

 

  資本的収入及び支出 

ア 資本的収入 

 

区　分 予算額 決算額
予算額に対する

決算額の増減
収入率 構成比

企 業 債 732,400,000 572,800,000 △ 159,600,000 78.21 63.14

補 助 金 265,000,000 248,000,000 △ 17,000,000 93.58 27.34

出 資 金 47,003,000 47,003,000 0 100.00 5.18

負 担 金 7,547,000 30,196,670 22,649,670 400.11 3.33

分 担 金 120,000 8,980,100 8,860,100 7,483.42 0.99

長 期 貸 付 金
償 還 金

162,000 162,000 0 100.00 0.02

そ の 他
資 本 的 収 入

1,000 32,900 31,900 3,290.00 0.00

計 1,052,233,000 907,174,670 △ 145,058,330 86.21 100.00

（単位：円、％）

 

資本的収入の決算額は 907,174,670 円で、予算額に対して 86.21％の収入率と

なり、145,058,330 円下回っている。 

その主な要因は、負担金の受益者負担金が 22,649,670 円上回ったが、企業債
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が 159,600,000 円、補助金の国庫補助金が 17,000,000 円下回ったことによる。 

 

イ 資本的支出 

区　分 予算額 決算額 翌年度繰越額 不用額 執行率 構成比

建 設 改 良 費 1,225,188,500 1,020,835,853 50,765,000 153,587,647 83.32 47.39

企業 債 償 還金 1,133,282,000 1,133,281,868 0 132 100.00 52.61

長 期 貸 付 金 500,000 0 0 500,000 0.00 0.00

予 備 費 560,000 0 0 560,000 0.00 0.00

計 2,359,530,500 2,154,117,721 50,765,000 154,647,779 91.29 100.00

（単位：円、％）

 

資本的支出の決算額は 2,154,117,721 円で、予算額に対して 91.29％の執行率

となっている。 

不用額 154,647,779 円の主なものは、雨水排水ポンプ場等整備負担金の負担金

50,741,557 円、流域建設負担金の負担金 39,772,196 円、汚水管渠整備費の工事

請負費 24,392,900 円である。 

なお、新座市公共下水道片山三丁目地内雨水枝線工事では、他企業との協議及

び新型コロナウイルス感染症の影響により準備工に時間を要したことから工期を

延長し、建設改良費 45,980,000 円の繰越し、新座市公共下水道英枝線舗装復旧

工事では、近接事業所及び近接工事との工程調整に時間を要したことから工期を

延長し、同費 4,785,000 円の繰越しを行った。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 1,246,943,051 円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額 57,506,755 円、当年度分損益勘定留保資金

751,447,016 円及び減債積立金 437,989,280 円で補塡されている（4－⑵－イ補

塡財源の状況参照）。 

 

３ 業務実績について 

  

区　分 単位 3年度 2年度 増減 増減率（％）

行 政 区 域 内 人 口 人 165,741 166,247 △ 506 △ 0.30

処 理 区 域 内 人 口 人 161,250 161,808 △ 558 △ 0.34

処 理 区 域 面 積 ha 1,496.4 1,483.8 12.6 0.85

普 及 率 ％ 97.3 97.3 0.0 －

接 続 戸 数 戸 74,260 73,858 402 0.54

水 洗 化 人 口 人 158,897 159,306 △ 409 △ 0.26

水 洗 化 率 ％ 98.5 98.5 0.0 －  

   本年度の業務実績は、別表 3「業務実績比較表」のとおりである。処理区域内人

口は、前年度と比較して 558 人減少し、161,250 人、普及率は、前年度と変わらず
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97.3％となっている。接続戸数は、前年度と比較して 402 戸増加し、74,260 戸と

なっている。水洗化人口は、前年度と比較して 409 人減少し、158,897 人、水洗化

率は前年度と変わらず 98.5％となっている。 

 

４ 経営状況 

  経営成績について 

区　分 3年度 2年度 増減額 増減率

営 業 損 益 △ 1,099,199,287 △ 988,754,351 △ 110,444,936 △ 11.17

経 常 損 益 500,469,545 728,083,865 △ 227,614,320 △ 31.26

当 年 度 純 損 益 501,562,160 688,937,177 △ 187,375,017 △ 27.20

（単位：円、％）

 

本年度の経営成績は、別表１「比較損益計算書」のとおり、下水道事業収益が

3,838,280,988 円、下水道事業費用が 3,336,718,828 円で、差引き 501,562,160 円

の当年度純利益を計上している。 

この結果、当年度未処分利益剰余金 1,190,499,337 円が発生している（別表 5 比

較貸借対照表参照）。 

当年度純損益は、前年度と比較して 187,375,017 円（27.20％）減少している。

この要因は、下水道事業収益が 237,013,950 円（5.82％）減少し、下水道事業費用

が 49,638,933 円（1.47％）減少したためである。下水道事業収益が減少した主な

要因は、他会計補助金が 198,312,000 円（38.28％）減少したためである（別表１

「比較損益計算書」参照）。他会計補助金の減少は、地方公営企業法の財務事項に

関する規定を適用することに伴う引継金が皆減したことによるものである。 

 

ア 経済性について 

 

区　分 3年度 2年度 増　減

営業利益

経営資本

営業収益

経営資本

営業利益

営業収益

算　式

経営資本対営業利益率（％） ×100 △ 2.02 △ 1.79 △ 0.23

経 営 資 本 回 転 率 （ 回 ） 0.04 0.04 0.00

営業収益対営業利益率（％） ×100 △ 54.22 △ 47.12 △ 7.10

 
注） 経営資本＝（期首資産＋期末資産）÷2 

※ 期首資産及び期末資産は、それぞれ資産合計から建設仮勘定及び投資資産を除いた額 

 

経営資本対営業利益率は、公営企業に投下された資金（資本）に対して、ど

れだけの利益が発生しているのか経済性を総合的に表すもので、本年度は、前年

度と比較して 0.23 ポイント減少している。この主な要因は、分子の営業利益が
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110,444,936 円（11.17％）減少したためである。 

経営資本回転率は、投下資本に比較し、どれだけの収益を上げているのか営

業活動の経済性を見るもので、本年度は、前年度と変わらず 0.04 回であった。 

営業収益対営業利益率は、事業本来の営業活動による営業収益に対して、ど

れだけの利益が発生しているのかを表すもので、前年度と比較して 7.10 ポイン

ト 減 少 し て い る 。 こ の 主 な 要 因 は 、 分 子 の 営 業 利 益 が 110,444,936 円

（11.17％）減少したためである。 

 

イ 収益性について 

 

区　分 3年度 2年度 増　減

総収益

総費用

算　式

総 収 支 比 率 （ ％ ） ×100 115.03 120.34 △ 5.31

経常収支比率（％）
営業収益＋営業外収益

×100 115.00 121.77 △ 6.77
営業費用＋営業外費用  

総収支比率は、費用（下水道事業費用）が収益（下水道事業収益）によって

どの程度賄われているかを表すもので、高いほど利益率が良いことを表し、

100％未満であることは損失が生じていることを意味する。本年度は、前年度と

比較して 5.31 ポイント減少し、115.03％となっている。この主な要因は、分子

である総収益（下水道事業収益）が 237,013,950 円（5.82％）減少したためであ

る。 

経常収支比率は、経常費用（営業費用＋営業外費用）が経常収益（営業収益

＋営業外収益）によってどの程度賄われているかを表すもので、高いほど経常利

益率が良いことを表し、100％未満であることは経常損失が生じていることを意

味する。本年度は、前年度と比較して 6.77 ポイント減少し、115.00％となって

いる。この主な要因は、分子のうち営業収益が 71,031,648 円（3.38％）、営業外

収 益 が 164,309,961 円 （ 8.33% ） 減 少 し た こ と に よ り 、 分 子 が 全 体 で

235,341,609 円（5.78％）減少したためである。 
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ウ 使用料単価と汚水処理原価 

 

区　分 3年度 2年度 増　減

使 用 料 単 価 89円06銭 88円60銭 0円46銭

汚 水 処 理 原 価 87円59銭 88円16銭 △ 0円57銭

差 引 1円47銭 0円44銭 1円03銭

経 費 回 収 率 （ ％ ） 101.68 100.50 1.18  

注） 使用料単価＝下水道使用料÷年間有収水量 

   汚水処理原価＝汚水処理費（公費負担分を除く）÷年間有収水量 

   経費回収率＝下水道使用料÷汚水処理費（公費負担分を除く）×100 

 

本年度は、前年度と比較して、使用料単価が 0 円 46 銭増加し、汚水処理原価

は 0 円 57 銭減少している。この結果、本年度の使用料単価は汚水処理原価を 1

円 47 銭上回った。 

経費回収率は使用料で回収すべき経費がどの程度賄われているかを表すもの

で、使用料水準等を評価する指標である。100％以上で回収すべき経費が全て使

用料で賄われていることを意味する。本年度は、前年度と比較して 1.18 ポイン

ト増加し、101.68％となっている。経費回収率が増加した主な要因は、分母であ

る汚水処理費（公費分担分を除く）が 18,107,959 円（1.25％）減少したためで

ある。 

 

エ 下水道使用料の収入状況 

年　度
調定又は

未納繰越額
収入済額 未収金 不納欠損額 収入率

27 年 度 7,105 7,105 0 0 100.00

28 年 度 1,753,182 321,057 1,432,125 1,373,266 18.31

29 年 度 2,114,888 361,513 1,753,375 0 17.09

30 年 度 2,004,400 325,659 1,678,741 0 16.25

元 年 度 2,175,508 451,754 1,723,754 0 20.77

2 年 度 300,323,017 298,355,075 1,967,942 0 99.34

過 年 度 計 308,378,100 299,822,163 8,555,937 1,373,266 97.23

3 年 度
（ 現 年 度 ）

1,594,965,395 1,299,229,707 295,735,688 0 81.46

計 1,903,343,495 1,599,051,870 304,291,625 1,373,266 84.01

（単位：円、％）

 
注 1） 現年度未収金 295,735,688 円のうち、令和 4 年 2、3 月調定分は 257,938,964 円で、

87.22％を占めている。 
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収入状況の年度別実績は、別表 4「下水道使用料の収入状況」のとおりである。 

現年度分の収入率は、前年度の収入率 81.20％と比較して 0.26 ポイント増加

し、81.46％となっている。未収金は 295,735,688 円となっているが、これは主

に、水道料金と併せて徴収された下水道使用料を水道事業会計から公共下水道事

業会計に振り替えるため、入金までに時間差が生じるためである。過年度分の収

入率は、前年度の累計 94.82％と比較して 2.41 ポイント増加し、累計 97.23％と

なっている。収入未済額は、前年度の 7,002,083 円と比較して 180,588 円増加し、

7,182,671 円となっている。 

不納欠損額は、前年度の 1,549,599 円と比較して 176,333 円減少し、

1,373,266 円となっている。不納欠損額の内訳は、市外転出者が 1,214,095 円、

住所未登録者の無断転出が 104,354 円、破産及び相続放棄による回収不能が

54,817 円となっている。 

下水道使用料については、水道料金とは違い、給水停止等はないが、下水道

使用料のみの未納者に対しては、催告書の送付や納税課債権管理係と協力し、徴

収強化を図っている。 

 

オ 受益者負担金の収入状況 

賦課額 調定収入額 収入未済額 不納欠損額 収入率

2年度 51,623,230 51,219,330 403,900 0 99.22

3年度 29,431,600 29,300,420 131,180 0 99.55

対前年度 △ 22,191,630 △ 21,918,910 △ 272,720 0 0.33

2年度 2,893,610 754,860 2,138,750 286,990 26.09

3年度 2,542,650 896,250 1,646,400 298,900 35.25

対前年度 △ 350,960 141,390 △ 492,350 11,910 9.16

2年度 54,516,840 51,974,190 2,542,650 286,990 95.34

3年度 31,974,250 30,196,670 1,777,580 298,900 94.44

対前年度 △ 22,542,590 △ 21,777,520 △ 765,070 11,910 △ 0.90

合　計

(単位：円、％)

項　　目

現年度分

滞納繰越分

 

現年度分の収入率は、99.55％となり、前年度と比較して 0.33 ポイント増加

している。過年度分の収入率は、35.25％となり、9.16 ポイント増加している。

現年度分、滞納繰越分を合わせた収入未済額は、前年度と比較して 765,070 円減

少し、1,777,580 円となっている。また、不納欠損額は前年度と比較して 11,910

円増加し、298,900 円となっている。 

なお、令和 3 年度についても、前年度と同様に、納税課債権管理係への移管

は行わず、下水道課で債権管理を行っている。 
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カ 支払利息について 

支払利息の支出額は、前年度と比較して 32,017,382 円（13.96％）減少し、

197,378,064 円となっている。 

 

キ まとめ 

本年度の経営成績は、当年度純損益が前年度と比較して 187,375,017 円減少

し、501,562,160 円の純利益となっている。この要因は、主に地方公営企業法の

財務事項に関する規定を適用することに伴う引継金が皆減したことにより、下水

道事業収益が減少したためである。 

また、経営活動の成果を示す指標である総収支比率及び経常収支比率は、前

年度と同様に、共に 100％を超えていた。 

今後においては、本年度の経営成績を踏まえ、経営の安定及び効率化に努め

ていただきたい。 

 

  財政状態について 

本年度末の財政状態は、別表 5「比較貸借対照表」のとおりである。 

資産総額は、前年度末と比較して 1,086,854,248 円（ 1.97％）減少し、

54,031,782,312 円となっている。資産総額のうち、土地、構築物、機械及び装置

等の有形固定資産は 49,711,170,554 円で、92.00％を占めている。 

負債総額は、前年度末と比較して 1,635,419,408 円（ 3.49％）減少し、

45,220,051,470 円となっている。 

資 本 総 額 は 、 前 年 度 末 と 比 較 し て 548,565,160 円 （ 6.64 ％ ） 増 加 し 、

8,811,730,842 円となっている。 

資産取得の源泉である負債及び資本の中で最も構成比の高いものは、長期前受

金であり、全体の 60.13％を占め、以下、固定負債の企業債が 21.11％、固有資本

金が 13.84％を占めている。 
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ア 財務分析について 

3年度 2年度 増　減

流動資産

流動負債

自己資本

総資本
自 己 資 本 構 成 比 率（％） ×100 76.44 75.83 0.61

58.30 15.76

区　分 算　式

流 動 比 率（％） ×100 74.06

 

注） 自己資本＝資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 

総資本＝負債＋資本 

 

流動比率及び自己資本構成比率は、高い方が財政状態が健全であることを示す。 

流動比率は、短期流動性を示すもので、短期債務の支払に十分な流動資産があ

るかを表すものだが、本年度は、前年度と比較して 15.76 ポイント増加し、

74.06％となっている。この要因は、分子である流動資産が 160,413,331 円

（19.61％）増加したためである。 

自己資本構成比率は、総資本に占める自己資本の割合を表すもので、財務の長

期的な安全性を見るものであるが、本年度は、前年度と比較して 0.61 ポイント

増加し、76.44％となっている。この主な要因は、分子である自己資本が

491,890,571 円（1.18％）減少したが、分母である総資本（負債と資本の合計）

も 1,086,854,248 円（1.97％）減少したためである。 

これを正味運転資本の残高計算で示すと、次のとおりである。 

 

区　分 令和3年3月31日 当年度増減 令和4年3月31日

流 動 資 産 818,110,968 160,413,331 978,524,299

流 動 負 債 270,041,511 △ 34,481,809 235,559,702

正 味 運 転 資 本 548,069,457 － 742,964,597

（単位：円）

 

注） 流動資産及び流動負債の額は、１年以内に償還期限の到来する企業債等及び翌年度以降

の資本的収支において予算計上するものを控除している。 
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イ 補塡財源の状況 

 

前年度末残高 当年度発生額
予定処分での減債

積立金への振替

補填財源
使用可能額

使用額 使用後の残高 利益の処分 翌年度計上額

0 － － 0 0 0 － 8,507,700

0 66,014,455 － 66,014,455 57,506,755 8,507,700 － －

0 － － 0 0 0 － 122,814,560

－ 2,315,119,299 － 2,315,119,299 2,192,304,739 122,814,560 － －

－ △ 1,481,080,644 － △ 1,481,080,644 △ 1,481,080,644 0 － －

－ 40,222,921 － 40,222,921 40,222,921 0 － －

－ 0 － 0 0 0 － －

－ 0 － 0 0 0 － －

－ 874,261,576 － 874,261,576 751,447,016 122,814,560 － －

90,167,280 － 347,822,000 437,989,280 437,989,280 0 611,642,337 611,642,337

0 － － 0 － 0 0 0

0 － － 0 － 0 0 0

90,167,280 － 347,822,000 437,989,280 437,989,280 0 611,642,337 611,642,337

457,902,177 － △ 347,822,000 110,080,177 － 110,080,177 △ 110,080,177 0

－ 501,562,160 0 501,562,160 － 501,562,160 △ 501,562,160 0

457,902,177 501,562,160 △ 347,822,000 611,642,337 0 611,642,337 △ 611,642,337 0

548,069,457 501,562,160 0 1,049,631,617 437,989,280 611,642,337 0 611,642,337

0 0 － 0 0 0 － 0

0 0 － 0 0 0 － 0

548,069,457 1,441,838,191 0 1,989,907,648 1,246,943,051 742,964,597 0 742,964,597合　　　計

利益剰余金（①+②）合計

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計　①

未
処
分
利

益
剰
余
金

繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 純 利 益

計　②

計

積
立
金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

そ の 他 積 立 金

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 売 却 損

減 損 損 失

当 年 度 分 消 費 税
資 本 的 収 支 調 整 額

過 年 度 分
損 益 勘 定 留 保 資 金

当
年
度

分
損
益
勘
定

留

保
資
金

減 価 償 却 費

長期前受金戻入益

（単位：円）

区　分

過 年 度 分 消 費 税
資 本 的 収 支 調 整 額

 

本年度末での翌年度計上額は、前年度と比較して 194,895,140 円（35.56％）

増加し、742,964,597 円となっている。 

補塡財源の内容を見ると、積立金の減債積立金が 611,642,337 円で 82.32％、

損益勘定留保資金が 122,814,560 円で 16.53％となっている。 

 

ウ まとめ 

公共下水道事業は、安心・安全、快適な暮らしを実現し、良好な環境を創造す

るために必要不可欠なものである。しかし、今後の維持管理や管渠の老朽化に伴

う改築更新等、多額な設備投資が必要となる事業でもあるが、今後、人口減少や
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節水機器の普及などにより、下水道事業収益が緩やかに減少していくことが予想

されるため、経営上、常に意を用いなければならない課題でもある。 

令和 2 年度には社会資本総合整備計画として、「新座市における持続的な快適

環境の実現に向けて」を策定し、その中で従来の「問題が発生した際に修繕を行

う事後保全型の管理」ではなく、下水道資産の継続的な維持管理と改築修繕に対

して方針・目標を持ち、将来的な維持管理コストの削減及び現実性の高い改築更

新計画を策定することを目的とした、新座市汚水管路ストックマネジメント計画

を策定している。 

管渠の老朽化に伴う更新等は、良好な生活環境の維持、また、ライフサイクル

コストの低減化や防災対策のために必要な事業であるため、経営状況、資産状況

等の正確な把握に努めるとともに、中長期的な整備に向けて、企業債の計画的な

借入れに留意するなど、資金計画に配慮されたい。 

 

  附記 

未接続世帯の状況及び解消対策について 

公共下水道処理区域で、下水道が未接続となっている浄化槽使用建築物及び汲取

り槽使用建築物の世帯について、指導を行っている。特に、経済不況の反映及び高

齢化による年金生活者の増加等による切り替えへの資金難が未接続となる要因と

なっている。 

解消対策として、対象家屋への戸別訪問による周知や通知の送付を行っていると

のことであるが、引き続き取組を進めていただきたい。 
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9
5
,
4
4
6

6
.
7
7

－
－

△
 
3
2
,
0
1
7
,
3
8
2

皆
増

－
△

 
1
3
.
9
6

皆
増

－

　
　

雑
支

出
1
2
,
2
6
1
,
3
9
1

0
.
3
7

2
7
,
3
8
4
,
5
8
6

0
.
8
1

－
－

△
 
1
5
,
1
2
3
,
1
9
5

皆
増

－
△

 
5
5
.
2
3

皆
増

－

　
特

別
損

失
4
0
2
,
2
9
0

0
.
0
1

4
2
,
3
1
3
,
9
3
4

1
.
2
5

－
－

△
 
4
1
,
9
1
1
,
6
4
4

皆
増

－
△

 
9
9
.
0
5

皆
増

－

　
　

固
定

資
産
売

却
損

0
－

2
1
,
9
7
6

0
.
0
0

－
－

△
 
2
1
,
9
7
6

皆
増

－
皆
減

皆
増

－

　
　

過
年

度
損
益

修
正
損

4
0
2
,
2
9
0

0
.
0
1

1
,
9
8
4
,
3
5
8

0
.
0
6

－
－

△
 
1
,
5
8
2
,
0
6
8

皆
増

－
△

 
7
9
.
7
3

皆
増

－

　
　

そ
の

他
特
別

損
失

0
－

4
0
,
3
0
7
,
6
0
0

1
.
1
9

－
－

△
 
4
0
,
3
0
7
,
6
0
0

皆
増

－
皆
減

皆
増

－

　
営

業
損

益
（
①

－
②
）

　
…
③

△
 
1
,
0
9
9
,
1
9
9
,
2
8
7

－
△

 
9
8
8
,
7
5
4
,
3
5
1

－
－

－
△

 
1
1
0
,
4
4
4
,
9
3
6

皆
増

－
△

 
1
1
.
1
7

皆
増

－

　
経

常
損

益
 
③
＋

（
④
－

⑤
）

5
0
0
,
4
6
9
,
5
4
5

－
7
2
8
,
0
8
3
,
8
6
5

－
－

－
△

 
2
2
7
,
6
1
4
,
3
2
0

皆
増

－
△

 
3
1
.
2
6

皆
増

－

　
当

年
度

純
損
益

 
（

ｱ
）

－
（

ｲ
）

5
0
1
,
5
6
2
,
1
6
0

－
6
8
8
,
9
3
7
,
1
7
7

－
－

－
△

 
1
8
7
,
3
7
5
,
0
1
7

皆
増

－
△

 
2
7
.
2
0

皆
増

－

比
　

　
　

　
　

較
　

　
　

　
　

損
　

　
　

　
　

益
　

　
　

　
　

計
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

書

　
（

単
位
：

円
、

％
）

比
　
　

　
　
　

較
　
　

　
　
　

増
　
　

　
　
　

減

金
 
 
 
 
 
 
額

増
 
 
減

 
 
率

　
区
　

　
　
　

　
　
　

　
　
分

3
 
 
年

 
 
度

2
 
 
年

 
 
度

元
 
 
年

 
 
度
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金
  

 額
構

成
比

金
  

 額
構

成
比

金
  

 額
構

成
比

3年
度

2年
度

元
年

度
3年

度
2年

度
元

年
度

1,
45

0,
05

7,
01

8
37

.7
8

1,
45

1,
35

6,
94

6
35

.6
1

－
－

△
 1

,2
99

,9
28

皆
増

－
△

 0
.0

9
皆

増
－

汚
水

一
般

会
計

負
担

金
19

,9
93

,3
24

0.
52

32
,1

72
,3

39
0.

79
－

－
△

 1
2,

17
9,

01
5

皆
増

－
△

 3
7.

86
皆

増
－

雨
水

処
理

負
担

金
55

7,
16

2,
45

4
14

.5
1

61
2,

08
0,

15
9

15
.0

2
－

－
△

 5
4,

91
7,

70
5

皆
増

－
△

 8
.9

7
皆

増
－

計
57

7,
15

5,
77

8
15

.0
3

64
4,

25
2,

49
8

15
.8

1
－

－
△

 6
7,

09
6,

72
0

皆
増

－
△

 1
0.

41
皆

増
－

26
5,

00
0

0.
01

2,
90

0,
00

0
0.

07
－

－
△

 2
,6

35
,0

00
皆

増
－

△
 9

0.
86

皆
増

－

2,
02

7,
47

7,
79

6
52

.8
2

2,
09

8,
50

9,
44

4
51

.4
9

－
－

△
 7

1,
03

1,
64

8
皆

増
－

△
 3

.3
8

皆
増

－

8,
63

9
0.

00
6,

13
1

0.
00

－
－

2,
50

8
皆

増
－

40
.9

1
皆

増
－

8,
29

1,
09

6
0.

22
9,

26
5,

32
8

0.
23

－
－

△
 9

74
,2

32
皆

増
－

△
 1

0.
51

皆
増

－

31
9,

74
4,

00
0

8.
33

51
8,

05
6,

00
0

12
.7

1
－

－
△

 1
98

,3
12

,0
00

皆
増

－
△

 3
8.

28
皆

増
－

1,
48

1,
08

0,
64

4
38

.5
9

1,
43

3,
59

9,
51

7
35

.1
8

－
－

47
,4

81
,1

27
皆

増
－

3.
31

皆
増

－

行
政

財
産

使
用

料
5,

70
0

0.
00

5,
70

0
0.

00
－

－
0

皆
増

－
－

皆
増

－

そ
の

他
雑

収
益

17
8,

20
8

0.
00

12
,6

85
,5

72
0.

31
－

－
△

 1
2,

50
7,

36
4

皆
増

－
△

 9
8.

60
皆

増
－

計
18

3,
90

8
0.

00
12

,6
91

,2
72

0.
31

－
－

△
 1

2,
50

7,
36

4
皆

増
－

△
 9

8.
55

皆
増

－

1,
80

9,
30

8,
28

7
47

.1
4

1,
97

3,
61

8,
24

8
48

.4
3

－
－

△
 1
64

,3
09

,9
61

皆
増

－
△

 8
.3

3
皆

増
－

1,
49

4,
90

5
0.

04
3,

16
7,

24
6

0.
08

－
－

△
 1

,6
72

,3
41

皆
増

－
△

 5
2.

80
皆

増
－

1,
49

4,
90

5
0.

04
3,

16
7,

24
6

0.
08

－
－

△
 1

,6
72

,3
41

皆
増

－
△

 5
2.

80
皆

増
－

3,
83

8,
28

0,
98

8
10

0.
00

4,
07

5,
29

4,
93

8
10

0.
00

－
－

△
 2
37

,0
13

,9
50

皆
増

－
△

 5
.8

2
皆

増
－

別
 表

 ２

主
　

　
　

要
　
　

　
収
　

　
　
益

　
　
　

分
　

　
　
析

　
　
　

表

（
単

位
：

円
、

％
）

比
　

　
　

較
　

　
　

増
　

　
　

減

金
　

　
　

　
額

増
　

減
　

率
 

過
年

度
損

益
修

正
益

小
  

  
  

  
計

下
水

道
使

用
料

そ
の

他
営

業
収

益

小
  

  
  

  
計

受
取

利
息

及
び

配
当

金

他
会

計
負

担
金

合
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 計

区
  

  
  

  
  

  
 分

3　
年

　
度

2　
年

　
度

元
　

年
　

度

営 業 収 益

他 会 計 負 担 金 雑 収 益

特 別 利 益営 業 外 収 益

他
会

計
補

助
金

長
期

前
受

金
戻

入

小
  

  
  

  
計
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 別
　

表
　

３

増
減

率
（

％
）

△
 0

.3
0

△
 0

.3
4

0.
85 －

0.
54

△
 0

.2
6 －

△
 2

.6
6

△
 2

.6
6

△
 0

.6
0

△
 0

.6
0 －

0.
52

△
 0

.6
5

1.
17

0.
32

  
  

 経
費

回
収

率
％

10
1.

68
10

0.
50

1.
18

  
  

 下
水

道
管

布
設

延
長

ｍ
73

6,
14

2.
53

73
3,

76
1.

53
23

81
.0

0

  
  

 使
用

料
単

価
（

1㎥
当

た
り

）
円

89
.0

6
88

.6
0

0.
46

  
  

 汚
水

処
理

原
価

（
1㎥

当
た

り
）

円
87

.5
9

88
.1

6
△

 0
.5

7

  
  

 一
日

平
均

有
収

水
量

㎥
44

,6
08

44
,8

79
△

 2
71

  
  

 有
収

率
％

99
.3

7
97

.3
1

2.
06

  
  

 一
日

平
均

処
理

水
量

㎥
44

,8
92

46
,1

17
△

 1
,2

25

  
  

 年
間

有
収

水
量

㎥
16

,2
81

,7
49

16
,3

80
,7

72
△

 9
9,

02
3

  
  

 水
洗

化
率

％
98

.5
98

.5
0.

0

  
  

 年
間

処
理

水
量

㎥
16

,3
85

,5
30

16
,8

32
,8

16
△

 4
47

,2
86

  
  

 接
続

戸
数

戸
74

,2
60

73
,8

58
40

2

  
  

 水
洗

化
人

口
人

15
8,

89
7

15
9,

30
6

△
 4

09

  
  

 処
理

区
域

面
積

ha
1,

49
6.

4
1,

48
3.

8
12

.6

  
  

 普
及

率
％

97
.3

97
.3

0.
0

  
  

 行
政

区
域

内
人

口
人

16
5,

74
1

16
6,

24
7

△
 5

06

  
  

 処
理

区
域

内
人

口
人

16
1,

25
0

16
1,

80
8

△
 5

58

業
  

  
 務

  
  

 実
  

  
 績

  
  

 比
  

  
 較

  
  

 表

区
  

  
  

  
  

分
単

  
位

3 
 年

  
度

2 
 年

  
度

増
　

　
減
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 別
　

表
　

４

１
　

現
年

度
分

の
状

況

3
44

3,
54

0
1,

59
4,

96
5,

39
5

81
.4

6

２
　

下
水

道
使

用
料

の
過

年
度

分
収

入
未

済
額

等
の

推
移

（
単

位
：

件
、

円
）

件
　

数
金

　
額

件
　

数
金

　
額

件
　

数
金

　
額

5以
上

16
58

,8
59

1
7,

10
5

－
－

4
81

2
1,

75
3,

37
5

89
4

1,
63

9,
36

7
－

－

3
75

1
1,

67
8,

74
1

96
2

1,
94

8,
39

0
－

－

2
76

1
1,

72
3,

75
4

85
3

1,
63

3,
03

2
－

－

1
88

7
1,

96
7,

94
2

91
1

1,
77

4,
18

9
－

－

計
3,

22
7

7,
18

2,
67

1
3,

62
1

7,
00

2,
08

3
－

－

３
　

下
水

道
使

用
料

の
過

年
度

分
累

計
調

定
額

に
対

す
る

収
入

率
の

推
移

件
　

数
金

　
額

収
入

率
件

　
数

金
　

額
収

入
率

件
　

数
金

　
額

収
入

率

5
41

6,
56

5
1,

53
4,

44
4,

74
3

99
.9

1
41

0,
63

3
1,

53
9,

80
4,

60
4

99
.9

0
－

－
－

4
42

2,
53

9
1,

54
2,

35
0,

11
3

99
.8

9
41

6,
54

0
1,

53
4,

33
0,

92
8

99
.8

9
－

－
－

3
42

8,
05

8
1,

54
6,

92
1,

94
9

99
.8

9
42

2,
48

9
1,

54
2,

18
3,

61
5

99
.8

7
－

－
－

2
43

3,
75

0
1,

54
0,

50
1,

18
5

99
.8

9
42

7,
98

5
1,

54
6,

55
0,

58
1

99
.8

9
－

－
－

1
43

8,
95

2
1,

59
6,

52
6,

10
6

99
.8

8
43

3,
68

0
1,

54
0,

09
9,

86
6

99
.8

8
－

－
－

計
2,

13
9,

86
4

7,
76

0,
74

4,
09

6
99

.8
9

2,
11

1,
32

7
7,

70
2,

96
9,

59
4

99
.8

9
－

－
－

 （
単

位
：

件
、

円
、

％
）

経
年

3 
年

 度
2 

年
 度

元
 年

 度

経
年

3 
年

 度
2 

年
 度

元
 年

 度

下
　

水
　

道
　

使
　

用
　

料
　

の
  

収
  

入
  

状
  

況

（
単

位
：

件
、

円
、

％
）

年
度

件
　

数
調

定
金

額
収

入
率
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 別
 表

 ５

資
産

の
部

金
　
　

額
構

成
比

金
　
　

額
構

成
比

金
　

　
額

構
成

比
3 

年
 度

2 
年
 度

元
 年

 度
3年

度
2年

度
元

年
度

１
　

固
定

資
産
合

計
53

,0
53

,2
58

,0
13

98
.1

9
54

,3
00

,5
25

,5
92

98
.5

2
－

－
△
 1
,2

47
,2
67

,5
79

皆
増

－
△
 2

.3
0

皆
増

－

 
  

有
形
固

定
資
産

合
計

49
,7

11
,1

70
,5

54
92

.0
0

50
,9

67
,0

84
,8

05
92

.4
7

－
－

△
 1
,2

55
,9
14

,2
51

皆
増

－
△
 2

.4
6

皆
増

－

 土
地

37
,4

48
,7

42
0.

07
37

,4
48

,7
42

0.
07

－
－

0
皆
増

－
－

皆
増

－

 構
築
物

49
,6

46
,0

49
,2

32
91

.8
8

50
,5

78
,0

75
,4

87
91

.7
6

－
－

△
 9

32
,0

26
,2

55
皆
増

－
△
 1

.8
4

皆
増

－

 機
械
及
び

装
置

26
,3

66
,6

48
0.

05
26

,4
75

,7
45

0.
05

－
－

△
 1

09
,0

97
皆
増

－
△
 0

.4
1

皆
増

－

 車
両
及
び

運
搬

具
1,

30
5,

93
2

0.
00

81
8,

61
6

0.
00

－
－

48
7,

31
6

皆
増

－
59

.5
3

皆
増

－

 建
設
仮
勘

定
0

－
32

4,
26

6,
21

5
0.

59
－

－
△
 3

24
,2

66
,2

15
皆
増

－
皆
減

皆
増

－

 
　
無

形
固

定
資
産

合
計

3,
34

1,
27

8,
43

9
6.

19
3,

33
2,

47
7,

27
7

6.
05

－
－

8,
80

1,
16

2
皆
増

－
0.

26
皆
増

－

 施
設
利
用

権
3,

20
9,

75
8,

41
7

5.
94

3,
18

0,
95

4,
14

3
5.

77
－

－
28

,8
04

,2
74

皆
増

－
0.

91
皆
増

－

 そ
の
他
無

形
固

定
資
産

13
1,

52
0,

02
2

0.
25

15
1,

52
3,

13
4

0.
28

－
－

△
 2

0,
00

3,
11

2
皆
増

－
△

 1
3.

20
皆
増

－

 
　
投

資
そ

の
他
資

産
合

計
80

9,
02

0
0.

00
96

3,
51

0
0.

00
－

－
△

 1
54

,4
90

皆
増

－
△

 1
6.

03
皆
増

－

２
　

流
動

資
産
合

計
97

8,
52

4,
29

9
1.

81
81

8,
11

0,
96

8
1.

48
－

－
16

0,
41

3,
33

1
皆
増

－
19

.6
1

皆
増

－

 現
金

預
金

66
8,

29
7,

08
3

1.
24

51
2,

10
3,

19
4

0.
93

－
－

15
6,

19
3,

88
9

皆
増

－
30

.5
0

皆
増

－

 未
収

金
31

0,
02

7,
21

6
0.

57
30

5,
80

7,
77

4
0.

55
－

－
4,

21
9,

44
2

皆
増

－
1.

38
皆
増

－

 そ
の

他
流
動

資
産

20
0,

00
0

0.
00

20
0,

00
0

0.
00

－
－

0
皆
増

－
－

皆
増

－

資
　
産

　
合
　

計
54

,0
31

,7
82

,3
12

10
0.

00
55

,1
18

,6
36

,5
60

10
0.

00
－

－
△
 1
,0

86
,8
54

,2
48

皆
増

－
△
 1

.9
7

皆
増

－

比
　

　
　

　
　

　
較

　
　

　
　

　
　

貸
　

　
　

　
　

　
借

　
　

　
　

　
　

対
　

　
　

　
　

　
照

　
　

　
　

　
　

表

（
単
位

：
円

、
％
）

区
　
　

　
　

分
3 

年
 度

2 
年
 度

元
 年

 度
比

　
　
　

　
　

較
　
　

　
　

　
増
　

　
　

　
　
減

金
  

  
  

  
  

  
額

増
  

  
 減

  
  

 率



- 17 - 

 

 負
債
・

資
本
の

部

金
　

　
額

構
成

比
金
　
　

額
構
成
比

金
　

　
額

構
成

比
3年

度
2年

度
元
年
度

3年
度

2年
度

元
年

度

３
　

固
定

負
債

合
計

11
,4

06
,8

68
,6

92
21

.1
1

11
,9

19
,8

26
,9

20
21

.6
2

－
－

△
 5

12
,9

58
,2

28
皆

増
－

△
 4

.3
0

皆
増

－

企
業
債

11
,4

06
,8

68
,6

92
21

.1
1

11
,9

19
,8

26
,9

20
21

.6
2

－
－

△
 5

12
,9

58
,2

28
皆

増
－

△
 4

.3
0

皆
増

－

４
　

流
動

負
債

合
計

1,
32

1,
31

7,
93

0
2.

45
1,

40
3,

32
3,

37
9

2.
55

－
－

△
 8

2,
00

5,
44

9
皆

増
－

△
 5

.8
4

皆
増

－

企
業
債

1,
08

5,
75

8,
22

8
2.

01
1,

13
3,

28
1,

86
8

2.
06

－
－

△
 4

7,
52

3,
64

0
皆

増
－

△
 4

.1
9

皆
増

－

未
払
金

22
7,

58
7,

70
2

0.
42

26
1,

99
3,

51
1

0.
48

－
－

△
 3

4,
40

5,
80

9
皆

増
－

△
 1

3.
13

皆
増

－

引
当
金

7,
77

2,
00

0
0.

02
7,

84
8,

00
0

0.
01

－
－

△
 7

6,
00

0
皆

増
－

△
 0

.9
7

皆
増

－

そ
の
他

流
動

負
債

20
0,

00
0

0.
00

20
0,

00
0

0.
00

－
－

0
皆

増
－

－
皆

増
－

５
　

繰
延

収
益

32
,4

91
,8

64
,8

48
60

.1
3

33
,5

32
,3

20
,5

79
60

.8
4

－
－

△
 1

,0
40

,4
55

,7
31

皆
増

－
△

 3
.1

0
皆

増
－

長
期
前

受
金

32
,4

91
,8

64
,8

48
60

.1
3

33
,5

32
,3

20
,5

79
60

.8
4

－
－

△
 1

,0
40

,4
55

,7
31

皆
増

－
△

 3
.1

0
皆

増
－

負
　
債

　
合
　

計
45

,2
20

,0
51

,4
70

83
.6

9
46

,8
55

,4
70

,8
78

85
.0

1
－

－
△

 1
,6

35
,4

19
,4

08
皆

増
－

△
 3

.4
9

皆
増

－

６
　

資
本

金
合

計
7,

58
3,

78
2,

76
3

14
.0

4
7,

53
6,

77
9,

76
3

13
.6

7
－

－
47

,0
03

,0
00

皆
増

－
0.

62
皆

増
－

固
有
資

本
金

7,
47

9,
48

1,
76

3
13

.8
4

7,
47

9,
48

1,
76

3
13

.5
7

－
－

0
皆

増
－

－
皆

増
－

繰
入
資

本
金

10
4,

30
1,

00
0

0.
20

57
,2

98
,0

00
0.

10
－

－
47

,0
03

,0
00

皆
増

－
82

.0
3

皆
増

－

７
　

剰
余

金
合

計
1,

22
7,

94
8,

07
9

2.
27

72
6,

38
5,

91
9

1.
32

－
－

50
1,

56
2,

16
0

皆
増

－
69

.0
5

皆
増

－

 
　

資
本
剰

余
金

合
計

37
,4

48
,7

42
0.

07
37

,4
48

,7
42

0.
07

－
－

0
皆

増
－

－
皆

増
－

  
受
贈

財
産

評
価
額

22
,9

84
,0

32
0.

04
22

,9
84

,0
32

0.
04

－
－

0
皆

増
－

－
皆

増
－

  
他
会

計
補

助
金

14
,4

64
,7

10
0.

03
14

,4
64

,7
10

0.
03

－
－

0
皆

増
－

－
皆

増
－

 
　

利
益
剰

余
金

1,
19

0,
49

9,
33

7
2.

20
68

8,
93

7,
17

7
1.

25
－

－
50

1,
56

2,
16

0
皆

増
－

72
.8

0
皆

増
－

  
当
年

度
未

処
分
利

益
剰

余
金

1,
19

0,
49

9,
33

7
2.

20
68

8,
93

7,
17

7
1.

25
－

－
50

1,
56

2,
16

0
皆

増
－

72
.8

0
皆

増
－

資
　
本

　
合
　

計
8,

81
1,

73
0,

84
2

16
.3

1
8,

26
3,

16
5,

68
2

14
.9

9
－

－
54

8,
56

5,
16

0
皆

増
－

6.
64

皆
増

－

負
　
債

　
資

　
本
　

合
　

計
54

,0
31

,7
82

,3
12

10
0.

00
55

,1
18

,6
36

,5
60

10
0.

00
－

－
△

 1
,0

86
,8

54
,2

48
皆

増
－

△
 1

.9
7

皆
増

－

 (
単

位
：
円

、
％
)

比
　
　
　

　
　
較
　

　
　
　

　
増
　

　
　
　

　
減

金
　
　
　

　
　
　

額
増
　
　

　
減
　

　
　
率

区
　
　
　

　
　
分

3 
年

 度
2 

年
 度

元
 年

 度


